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論 文 の 内 容 の 要 旨 

	
 タイは先進諸国よりも速い速度で高齢社会に向かっている。特に長期ケアが必要な

高齢者の数が増加し、長期ケアの需要が上昇している。しかし、現在のタイは先進国

が高齢化を迎えた時期と比べてもいまだ十分な経済発展段階には達しておらず、脆弱

な財政力のままに高齢社会に突入しようとしている。また長期ケアに対する具体的な

制度も未整備で、高齢者ケアのほとんどが家族の負担となっている。そのため、費用

節約的で効率的な長期ケアシステムの構築が不可避となっているのである。 

 このような問題意識を踏まえて、本研究はタイにおける先駆的な地域長期ケアモデ

ルを取り上げ、その構造、機能、成果、課題を明らかにしている。また先進国の長期

ケアシステムやその新たな動向を検討し、タイ・モデルへのヒントを探り、実現可能

なモデルの構築をも追求している。即ち、タイにおける２つの先進的な地域長期ケア

モデルを事例研究として取り上げ、その構造、機能、成果、課題などを分析して、タ

イにおいて広く導入できる長期ケアシステムの可能性を検討し、克服すべき課題を明

らかにしている。 

 本論文の構成は以下の通りである。 

序章  

第 1 節 研究の概説  

第 2 節 タイの地域長期ケアの先行研究 

第 3節 研究の目的 

第 4節 研究の方法 

第 5節 論文の構成 

第 1章 地域長期ケアと包括ケアの概念的枠組み 

第 1節 地域長期ケアの概念 

 1-1 長期ケアの定義 

 1-2 長期ケアの地域長期ケア化への趨勢 

第 2節 包括ケアの概念 

 2-1 包括ケアの定義 



41	
	

 2-2 包括ケアの概念 

 2-3 包括化の手法 

第 3節 小括 

第 2章 先進諸国の地域長期ケア 

第 1節 アメリカ合衆国 

1-1 背景 

1-2 高齢者向けの保健と長期ケアシステム 

 1-3 PACE(高齢者包括ケアプログラム) 

 1-4 包括化 

 1-5 小括 

第 2節 スウェーデン 

 2-1 背景 

 2-2 医療制度 

 2-3 長期ケア制度と地域長期ケア 

 2-4 包括ケア 

 2-5 小括 

第 3節 日本 

2-1 背景 

 2-2 医療保険制度 

 2-3 公的長期ケア保険制度 

 2-4 地域包括ケアシステム 

 2-5 小括 

第 4節 2 章のまとめ 

第 3章 タイの高齢者ケアと長期ケアの現状 

第 1節 背景 

 1-1 人口高齢化の状況 

 1-2 中央政府と地方政府 

第 2節 医療制度 

2-1 タイの医療制度概観 

 2-2 皆保険制度 

 2-3 小区域健康促進施設(SHPH)と村落保健ボランティア(VHV) 

第 3 節 高齢者向け所得保障と長期ケア 

 3-1 高齢者所得保障 

 3-2 長期ケアの状況 

 3-4 地域長期ケアの現状と分断化 

第 4章 タイの地域長期ケア：2つのコミュニティの事例 

第 1節 概観 

第 2節 バンシトーンの事例 

 2-1 バンシトーンの特徴 

 2-2 バンシトーンにおける長期ケアシステムの発展と構造 

 2-3 在宅医療の活動 
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 2-4 デイケアセンターの活動 

 2-5 包括化 

 2-6 成果 

第 3節 コークペットの事例 

 3-1 コークペットの特徴 

 3-2 コークペットにおける長期ケアシステムの発展と構造 

 3-3 在宅医療の活動 

 3-4 送迎サービス 

 3-5 包括化 

 3-6 成果 

第 4節 小括 

第 5章 結論と提言 

第 1節 研究の要約 

第 2節 結論 

第 3節 政策提言 

 

 本論文は序章で、タイの地域長期ケアに関連する先行の研究業績を検討し、研究が

空白状態となっている地域包括ケアシステムを研究の課題として設定し、それを遂行

するための研究方法と論文構成を提示している。次の第１章では、地域長期ケアの歴

史とその概念を考察し、更に最新の包括ケアの理念や議論も検討している。海外の動

向を見ると、20 世紀後半から高齢化が進む先進諸国は医療費膨張を抑制するために急

性期医療と長期ケアを区分し、長期ケア提供体制を独自に構築する必要があると考え

るようになった。1970 年代以降、長期ケアは施設ケア中心の考え方が支配的になり、

長期ケア施設の整備が進んだ。しかし、施設ケアは費用が嵩み、医療費の膨張傾向に

悲鳴を上げた先進諸国はノーマライゼーションを合言葉に在宅や地域での高齢者ケア

に目を向けるようになった。こうして 1980 年代になると、長期ケアは施設重視が見直

され、在宅や地域でのケアが重視されるようになった。とはいえ、医療と福祉が分断

されたままだったので、医療費の抑制は容易に進まず、高齢者の生活の質も低レベル

なままだった。このため 1990 年代には医療と福祉を切れ目なく提供する包括ケア

(Integrated care)が注目されるようになった。今や先進諸国の多くは高齢者の QOL を

維持しながら医療費を抑制できるといわれる包括ケアによって高齢社会を乗り切ろう

としている。なお、包括ケアは資金・運営・サービス・ケア提供者のレベルにおいて

治療部門とケア部門の内部と相互間で連携・提携・協力を作り出すために考えられた

一連の技術や組織モデルを指している。 

 第 2 章では、タイの長期ケア改善のヒントを得るためにアメリカ、スウェーデン、

日本の 3 カ国の長期ケアシステムを取り上げ、その構造、機能、意義、課題を考察し

ている。まず、アメリカには皆保険制度が存在せず、公的医療保険は 65 歳以上を対象

とするメディケアと低所得者を対象とするメディケイドしかなかった。高齢者がナー

シングホームを利用しなければならなくなっても、メディケアは入院に付随する短期

入所しか認めず、資産を使い尽くさなければメディケイドでの入所も不可能であった。

このためケアの分断が生じ、ケア効率の悪化と同時に高齢患者の QOL 低下をもたらす



43	
	

ことになった。そこで登場した１つの試みが包括ケアを提供する PACE(Program of 

All-Inclusive Care for the Elderly)であった。PACE は介護が必要になった高齢者

が可能な限り自宅で過ごせることを目標としていた。PACE ではデイセンターが大きな

役割を果たしており、高齢加入者はそこで多職種チームから健康チェクやケアを受け、

次のような包括的サービスを提供されている。即ち、プライマリケア、入院医療、専

門医診療、処方薬、ナーシングホーム、救急医療、在宅ケア、リハビリ、デイサービ

ス、社会サービス、などの提供である。PACE の財源はメディケア・メディケイド併給

者の給付金をプールして運営されている。PACE は各加入者の月極定額払い給付を受け

取る代わりに加入者が必要とするあらゆるケアを提供する責任を負うことになった。

これによって医療から社会福祉サービスに至る包括サービスを要介護老人に提供する

ことが可能となり、医療費の抑制を可能にしてきた。また分断されていたケアも密接

な繋がりが作り出され、包括ケアが実現して加入者の満足度を高めることにもなった

のである。 

 次にスウェーデンでは、限られた医療財源を有効かつ効率的に活用し、高齢者の生

活の質向上を図るために 1992 年にエーデル改革が実施された。エーデル改革以降、医

療・介護は機能分担と連携の体制を構築するための改革が続けられてきた。医療は県、

福祉は自治体、という権限分担が修正され、看護レベルまでの医療が自治体の権限と

して委譲され、福祉と看護の一体化が図られるようになった。例えば、訪問看護を県

との契約に基づく自治体の在宅訪問看護とし、また長期療養ケアを自治体のナーシン

グホームに移管した。その結果、自治体が訪問看護と福祉を連携させて切れ目のない

ケアを提供できるようになったのである。また、治療を終えた高齢患者は５日以内に

退院し、自治体が必要な在宅・施設サービスを提供する責任を持つ、という 5 日ルー

ルが早期退院のインセンティブを高めるようになった。医療と介護の財源は税方式で、

一部自己負担がある。エーデル改革は在院日数の短縮と社会的入院の減少、円滑な退

院などの成果を上げたが、いくつかの課題も残されていた。例えば、自治体は県との

契約で在宅訪問看護を引き継げるようになったが、４割以上の県ではいまだに実施さ

れておらず、分断も解消されていなかった。そのため、近年、多くの県が医療提供体

制を改編し、自治体と協力しながら新しい「地域医療」を構築しようとしている。 

 最後に日本では、2000 年に「介護保険」と呼ばれる長期ケアのための社会保険制度

が導入された。介護保険は税金と応益負担保険料、そして患者のサービス利用料金(全

体の 1 割)によって賄われている。介護保険は訪問看護、訪問介護、デイケア、ショー

トステイ、リハビリ、認知症患者用グループホーム、住宅リフォーム及び介護施設を

含む様々なサービス給付を行っている。介護サービスはケアマネジャーが作成したケ

アプランに基づいて行われている。2005 年の介護保険法改正は「地域包括支援センタ

ー」を各中学校区に１カ所設け、介護予防の助言・指導、高齢者の権利擁護、ケアマ

ネジャーへの助言・指導、要支援認定者のケアプラン作成(介護予防ケアマネジメン

ト)などを担わせることにした。地域包括支援センターは地域ケア連携のリーダーシッ

プを担う機関がない地域で連携の調整者としての役割を期待する向きもあったが、そ

れに相応しい権限も人的資源も配置されなかったことから、実際にはほとんど重要な

役割を果たしていない。 
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 第 3 章では、タイにおける高齢者の実態と長期ケア制度が分析されている。現在、

タイの高齢化率は急上昇しているが、それに対応する高齢者長期ケア制度はほとんど

存在していない。高齢者は家族に頼るか、高価な私的サービスを購入するしかないと

いう状況である。しかも 1990 年代以降の地方分権改革によって、全国のほとんどのタ

ムボン（sub-district）に自治体が設置され、権限や業務などが徐々に委譲されてき

た(タムボン自治体＝Sub-district Administrative Organization=SAO)。その主な業

務はインフラ関連、生活の質向上促進関連などであった。また医療サービスは保健省

が権限を持ち、1 つのタムボンに 1～2 つのプライマリケアユニットの小区域健康促進

施設(Sub-district Health Promoting Hospital、SHPH）を設置した。こうして社会福

祉は自治体、医療は保健省の SHPH や地域病院などが権限を持つ構造が出来上がったの

である。しかし、社会福祉と医療サービスは分断され、高齢者向け長期ケアも不足し

ていた。そのため現在のタイは効率的で実現可能な地域長期ケアシステムを構築する

ニーズが高まっている。幸いにも近年、タイでも地域長期ケアシステムを導入しよう

とする試みが始まっていた。 

 第 4 章では、2 つの先進的地域長期ケアモデルを取り上げ、その構造、機能、意義

及び課題を考察している。分析対象地域の選択基準は第１に地域長期ケアサービスを

実践している Sub-district レベルの地域とした。第 2 にその高齢者ケアが公的機関

から先進的と認められている地域とした。社会開発・人間安全保障省によれば、地域

長期ケアで現在最も先進的な地域はバンシトーンであるという。バンシトーンは都会

に近い地域で、医療や社会福祉サービスへのアクセスが良く、住民の平均所得水準も

中程度であった。もう一つの事例としてはコークペットが選ばれている。コークペッ

トは農村地域に属し、医療や社会福祉サービスへのアクセスが不便で、住民の平均所

得も低かった。地域の条件は恵まれてはいないものの、コークペットは保健省からシ

サケット県における地域長期ケアモデル地区に指定されている。 

 バンシトーンの地域長期ケアモデルは自治体がリーダーシップを取って長期ケアを

提供している点で特徴的である。全費用は自治体の年間予算が負担しているが、外部

機関の支援も受けている。バンシトーンでは地域の高齢者に対する長期ケアの提供は

「デイケアセンター」と「多職種チームによる在宅ケア」が中心となっていた。デイ

ケアセンターは自治体によって運営され、リハビリ、リクリエーション、健康増進、

総合相談などを提供している。デイケアセンターは医療サービスまでは提供していな

いが、SHPH と連携・協力して切れ目のないケアの提供を目指していた。また自治体と

医療機関とボランティアが協力し、多職種チームを結成して定期的に包括的な在宅ケ

アを提供している。さらにボランティアは仲介者として、高齢者とケア提供者の連携

を促進している。高齢者の健康情報は共有データベースに保存され、全ての関係者が

アクセス出来るようになっていた。このような制度が出来た理由は、地域の指導者が

長期ケアの必要性を認識して継続的に計画を立案してきたからだという。住民ボラン

ティアも長期ケアに積極的に参加し連携を促進している。その結果、高齢者はある程

度自宅で安静に住み続けられるようになったが、予算の不足や不安定のためにサービ

スが不足するという課題も顕在化している。そこで、筆者は長期ケア向けプール基金

の設立が必要だと主張している。 
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 もう一つの調査対象地域であるコークペットはバンシトーンのように脚光を浴びた

長期ケア実践の自治体ではないが、SHPH が自ら積極的に高齢者のための在宅ケアを提

供している点でユニークな地域である。SHPH はボランティアや地域病院と連携協力し、

定期的に在宅ケアを行っている。患者情報は医療機関共通のデータベースに保存され、

一次医療から高度医療までの繋がりを作っていた。その結果、医療サービスはある程

度まで効率的に提供できるようになったが、人材不足のために在宅ケアが不足し勝ち

だった。また自治体と SHPH・地域病院の協力によって地域病院とコークペットの間に

送迎バスが定期的に運行され、その全費用を自治体が負担していた。こうして健康診

断を受診しない患者が減少し、病気の早期発見や虐待防止などの成果も上がったとい

われる。医療機関同士のスムーズな連携もある程度実現されたが、自治体と SHPH の連

携・協力は未だ不十分であり、医療と福祉の分断が生じている。PACE やバンシトーン

のように多職種チームによる医療と福祉の連携が実現すれば、包括的サービスの提供

も可能になると思われる。中心的な役割を果たす仕組みがあれば、効率的な連携によ

って人材やサービスの不足などの問題も緩和できるからである。いずれにしても、あ

る程度の財政的安定がなければ、安定した良質のサービスを提供できなくなるので、

地域長期ケアのための基金の設立が不可欠となる。 

 もちろん、先進国と比べればタイの地域長期ケアはまだ遅れているが、上述のよう

に注目すべき試みも始まっている。バンシトーンやコークペットで、このような地域

長期ケアシステムが形成されてきた背景には、地域のリーダーやケア提供者の間にお

ける強烈な意欲が共通の重要な要因として働いていた。特に権限を持っている自治体

の参加は不可欠であった。自治体と医療機関が連携・協力して多職種チームを組織す

ることによって初めて包括的長期ケア制度が成立するのである。また財政力の弱いタ

イの地域長期ケアにとってボランティアの役割は本当に重要であった。ボランティア

は高齢者のケアマネジャーのような役割を果たし、高齢者とケア提供者の継続的な関

係を作り出していたからである。しかも高齢者の情報が医療機関と社会福祉機関で共

有され、継続的なケアが可能になっていた。デイケアセンターも高齢者の身体的・精

神的な健康の増進に寄与していた。しかし、財源問題がやはり大きな障害となってい

た。そのため 1 つの方法として PACE のように月極め定額払い方式を採用し、柔軟に運

用できる地域長期ケア基金を設立することも考える必要があった。ともあれ、この二

つの地域は組織内及び組織間の連携・協力が可能となり、ある程度の切れ目のないケ

アを提供し、高齢者の生活の質を高めることができた。これらのシステムは先進諸国

の優れた手法を取り入れることで更なる改善も期待されているのである。 

 第 5 章では、本論文の総括と政策提言がなされている。地域長期ケアシステムは保

健・医療・福祉サービスの関係者が連携・提携・協力して地域住民のニーズに対応し

て一体的、包括的に提供する仕組みである。タイの場合は地方自治体(社会福祉)と

SHPH・地域病院(医療)の連携・協力が不可欠となっている。地域住民ボランティアも

制度の効率を高める上で重要な役割を果たしていた。とはいえ、今後の課題としてボ

ランティアの質を高めるために専門的知識の教育や訓練が必要となっていたのである。 

特に 2 つの地域調査は包括ケアの手法として多職種チーム、ケアカンファレンス、

データベース共有化が不可欠であることを明らかにした。先進諸国の経験でも、コワ

ーキングスペースやプール基金の存在は関係者の連携・協力を支える重要な要素と考
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えられている。そこで、タイにおいて実現可能な地域長期ケアモデルは次のようなも

のとなる。まず地方自治体、SHPH、地域病院、地域ボランティアが協力して多職種チ

ームを組織する。次に多職種チームが高齢者のニーズを評価し、福祉と医療を包括的

に提供する。また中心的施設としてデイケアセンターが設けられ、福祉から一次医療

までを包括的に提供する。さらにボランティアによる在宅訪問と多職種チームによる

在宅ケアが定期的に行われる。その上で全ての関係者が定期的にケアカンファレンス

を行い、情報やカルテを共有データベースに保存し、継続的なケアを強化する。そし

て最後に柔軟な組織運営とサービス提供を可能にするために米国の PACE のように地域

長期ケア専用のプール基金を設立することが有効であるという。もし以上のようなシ

ステムを実現できれば、タイにおける長期ケアの問題の多くを解決できる、というの

が筆者の結論である。 

 

 

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 

 

 第 1 に、タイにおける高齢者福祉政策の研究自体がまだ希少な段階で、本研究はタ

イにおける長期ケア研究のさきがけ的な役割を果たす貴重な研究であるといえる。本

論文はタイのほとんどの地域ではまだ長期ケアを実施できていない段階において、長

期ケアの先進地域であるバンシトーンとコークペットを事例として取り上げ、実証的

に研究している。また本論文は地域の各種機関や高齢者などにインタビューを実施し、

地方自治体(社会福祉)と SHPH・地域病院(医療)の連携が進む包括ケアの地域ネットワ

ークの実態と問題点を詳細に検証した研究であるといってよい。財政的に高齢者福祉

に配分する財源が不足している現在のタイにおいて、ケアワーカーの専門的訓練が不

十分である点は否定できないが、タイの特長は多くのボランティアが活用されている

点である。本論文はこのような事例地域において地方自治体、SHPH、地域病院、地域

ボランティアが協力して多職種チームを組織するネットワークの実態を解明しており、

タイにおける長期ケアの先駆的な研究として高く評価することができる。 

第 2 に、アメリカ、スウェーデン、日本の先進国 3 カ国の地域長期ケア制度を文献

に基づいて考察している。福祉国家レジームの違いにより、福祉国家の制度的な枠組

みが大きく異なっており、包括ケア制度とその発展パターンもそれに照応してかなり

異なっているにもかかわらず、3 カ国のそれぞれのケースを丁寧に文献で調べ、それ

ぞれの国の長期ケアの特徴を適切にとらえて説明しているといえる。異質な福祉国家

の長期ケアを比較検討しつつも、先進諸国において共通する要素を抜き出し、包括ケ

ア研究の理論的整理を行い、医療と福祉の統合への段階的プロセスのモデルを紹介し

ている。 

第 3 に、先進諸国の包括ケアの経験と発展を参考にして、タイにおける適切な地域

長期ケア制度を新たに提案している点に意義が認められる。特に必要なサービスを柔

軟に提供し全体としてコストを削減することができるプール基金の創設は、アメリカ

などでも成功例が見られ、タイでも持続可能な長期ケアを維持するためにはきわめて

有効な一つの重要な政策提言といえるだろう。プール基金も含め、今後のタイの長期
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ケア制度の発展には安定的な財源確保が前提条件となるのはいうまでもなく、タイの

現況の問題点を的確に踏まえたうえでの有効な政策提言を導出しているといえる。 

本論文は、以上のような有意義な成果を上げているが、以下のような課題も残して

いるといってよい。例えば、本論文の結論では、プール基金設立を提言しているもの

の、タイにおける実現可能性を問われれば、より現実に即した制度的検討が必要とな

ろう。今後の課題として、本研究の結論を 2 つの地域において提案し、プール基金の

社会実験を行い、その持続可能性を検証することも考えてみるべきある。 

先進諸国との比較研究において、提供している医療技術レベルの相違なども反映し

た研究、先進国の専門的に訓練を受けた看護師やケアワーカーと比較してタイの現行

のボランティアの質の研究、財政的な枠組みと資金のフローの点からのより詳細な研

究など、タイの長期ケアを実現していくためには更に解明しなければならない課題も

多い。 

以上のように、本論文はタイにおける長期ケアに関する萌芽的研究であるため今後

の課題も多いといえるが、優れた内容を持っている点も強調しておかなければならな

い。筆者が更に本研究を洗練させるためには改善すべき点もあるが、今後は研究のオ

リジナリティを高め、新しい研究分野を切り開いていくことが求められる。 

 繰り返しになるが、本論文は厳密で緻密な理論分析によって従来の研究成果を発展

させる優れた内容を持っている。論文で得られた研究成果は、タイにおける適切な地

域長期ケアシステム構築の提案を十分に示すものである。口述試験では、論文の記述

や考察の不十分な点が幾つか指摘されたが、いずれも大幅な改訂を要するものではな

く、必要な改訂を行った上で最終稿が提出されている。 

 以上により、本審査委員会は本論文を博士(経済学)の学位の授与に相応しいと判定

した。 

 




